
厚生労働行政推進調査事業費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業）） 
研究分担報告書

第４回国際自殺対策フォーラム

～ハラスメント防止法と自殺対策～

研究代表者 本橋 豊 自殺総合対策推進センター

研究協力者  ルルージュ・ロイック  ボルドー大学正教授

   （CNRS 労働法社会保障法比較法学研究センター） 
研究協力者  岡  英範 厚生労働省大臣官房参事官（自殺対策担当）

研究要旨：

 自殺総合対策大綱では、ハラスメント防止対策は職場における自殺対策として重視されている。

職場の自殺対策の推進において、ハラスメント防止対策は喫緊の課題となっている。日本では、令和

元年５月 29 日、参議院本会議で「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律等の一部を改

正する法律案」が可決・成立した。一方、グローバルな観点から見ると、パワーハラスメントの概念

はフランスの精神科医イルゴイエンヌ博士が確立したモラルハラスメントの概念に端を発している

とされている。フランスではモラルハラスメントというより広い概念のもとにハラスメント防止法

制がいち早く整備された。第４回国際自殺対策フォーラムでは、フランスのハラスメント防止法制

研究の第一人者のボルドー大学の Loïc Lerouge 教授をお招きし、「フランスの職場におけるハラス

メント法の最新動向」と題して基調講演をお願いした。また、日本におけるハラスメント防止対策の

最新の動向について、厚生労働省自殺対策推進室の岡英範大臣官房参事官に日本の「ハラスメント

防止法」の概要とその背景の解説をお願いした。

基調講演者の話題提供を受けて、グローバルな観点からのハラスメント防止法と自殺対策について

議論が行われた。
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第４回 国際自殺対策フォーラム 

〜 ハラスメント防止法と自殺対策 〜 
抄 録 集  

令和２年 2月 11日 
一 橋 講 堂 中会議場３・４ 
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ご 挨 拶 

第４回国際自殺対策フォーラムにご参加いただき、心から感謝申し上げます。 

本国際フォーラムは自殺総合対策推進センターが主催し、わが国の最先端の自殺対策の成果

を国際的に発信する重要な場となっています。自殺総合対策推進センターは日本の自殺対策を

推進するためのシンクタンク的機能を有する実務と研究の中心的存在として業務を行っていま

す。同時に、世界保健機関協力センター（WHOCC：自殺対策・人材育成：JPN-92）として、国

際的観点から自殺対策を推進するための人材育成を果たす役割も担っています。 

自殺総合対策大綱にもあるように、ハラスメント防止対策は職場における自殺対策として重

視されていることから、本フォーラムの基調講演にはフランスの職場におけるハラスメント法

制の第一人者である Loïc Lerouge 教授（ボルドー大学正教授／フランス国立科学研究センター

研究部長）をお招きし、この問題に関する最新動向をご説明いただきます。また、厚生労働省自

殺対策推進室の岡英範参事官には、日本の「職場のパワーハラスメント防止対策」の概要を解説

していただきます。 

 シンポジウム「自殺対策研究の最先端 ～成果の社会への還元～」においては、３人のシンポ

ジストから、それぞれの最新の研究成果に基づいて、自殺対策のエビデンスをいかに活用するか

というテーマを深めていただく予定です。 

参加者の皆様のフォーラムへの積極的なご参加をお願いしたいと存じます。 

 最後に、本フォーラムの開催にあたりご尽力をいただいたすべての方々に心から感謝申し上

げます。 

自殺総合対策推進センター長（国立精神・神経医療研究センター） 

WHO 協力センター長（自殺対策・人材育成：JPN-92） 

本  橋   豊 
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プログラム 

開 催 日： 2020年 2月 11日（火） 
場  所：  一橋講堂 中会議場３・４ 

（以下、敬称略） 

10:00～10:05：開会挨拶  本橋 豊（自殺総合対策推進センター長） 

10:05～12:00：午前の部 

＜基調講演：ハラスメント防止法と自殺対策＞ 

「職場のいじめ」の概念はいかにフランス社会に広がったか：  
この問題に関する法律を世界で初めて制定した国の法制度の概要 

ルルージュ・ロイック（ボルドー大学教授 労働法・社会保障法比較法学研究センター） 

職場のパワーハラスメント防止対策 
岡 英範（厚生労働省大臣官房参事官 自殺対策担当） 

12:00～13:00：昼食休憩 

13:00～15:00：午後の部 

＜シンポジウム：自殺対策研究の最先端 ～成果の社会への還元～＞ 

自殺予防をめざした過重労働対策と精神保健医療福祉対策の統合 
伊藤 弘人（独立行政法人労働者健康安全機構 本部研究ディレクター） 

子ども期の逆境体験は自分が出産した後の自殺リスクとなるか？ 
藤原 武男（東京医科歯科大学 大学院医歯学総合研究科 国際健康推進医学分野 教授） 

職場のパワーハラスメント研究と自殺総合対策への含意 
木津喜 雅（自殺総合対策推進センター 国際連携担当室長） 

15:00～15:45：パネル・ディスカッション 

16:00：   閉会 
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基 調 講 演 

「職場のいじめ」の概念はいかにフランス社会に広がったか： 

この問題に関する法律を世界で初めて制定した国の法制度の概要 
ルルージュ・ロイック（ボルドー大学教授 労働法・社会保障法比較法学研究センター） 

職場のパワーハラスメント防止対策 
岡 英範（厚生労働省大臣官房参事官 自殺対策担当） 

座長：本橋 豊 (自殺総合対策推進センター) 
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「職場のいじめ」の概念はいかにフランス社会に広がったか： 

この問題に関する法律を世界で初めて制定した国の法制度の概要 

ルルージュ・ロイック  
ボルドー大学正教授/フランス国立科学研究センター研究部長 

フランス国立科学研究センター（CNRS） 

労働法・社会保障法比較法学研究センター(COMPTRASEC UMR 5114) 

職場のいじめは、労働上の人間関係がある限りなくなることはない。例えば、クリストフ・ドゥ

ジュール（Christophe Dejours）教授によると、1970 年代、職場のいじめは生産ラインによく見

られ、「小物の独裁者」1と言われる人たちによるいじめ行為が続いた。それにもかかわらず、そ

の問題が実際に公的な討論として切り出されたのは、マリー＝フランス・イリゴイエンヌの著書

『モラルハラスメント-人を傷つけずにはいられない』2においてのみであり、これがターニング・

ポイントとなった。「職場のいじめ」という用語はフランス語の「モラルハラスメント(harcèlement 

moral)」を由来とし、カナダでは「心理的ハラスメント(psychological harassment)」、日本では「パ

ワーハラスメント」と訳されるが、ある労働者に対して繰り返される行為そのものが、その人の労

働環境を悪化させていることが明らかとなるような職場における暴力の形を表現するために用い

られる。また、この用語は特に、職場のいじめ・ハラスメント国際学会(International Association 

on Workplace Bullying and Harassment: IAWBH)3の研究で用いられており、この講演でも使用し

たい。 

職場のいじめに反対する多くの団体が国家レベル、地域レベルで創設され 4、二度にわたり法案

が導入された（1999 年の上院議会でのジョルジュ・アージュ（Georges Hage）議員、2000 年の

国会でのローラン・ミュゾー（Roland Muzeau）議員）。2001年には、経済社会環境評議会がミ

シェル・ドゥブゥ（Michel Debout）教授により作成された定義に対する意見と提案を発表した５。

こうした職場のいじめに関する議論は、対象部門が 2002年 1月 17日の社会近代化法においてこ

の問題を扱う条項を作成する際に大きく貢献した。 

フランスの法制度に特徴的なことは、同じ法律の定義を労働法、刑法、公務員法制度にも適用し

ていることである 6。労働法（CT）の L. 1152-1条（刑法（CP）の第 233-2条と、行政機関の職

員の権利と義務に関する 1983 年 7 月 13 日の第 6 条 5 で再掲載）には、『労働者（または職員）

は、自分の権利や尊厳に影響を与えたり、身体的または精神的健康を害したり、職業的な可能性を

脅かしたりする、労働者の労働環境を悪化させる目的や影響とみなされる繰り返しのいじめ行為

を受けないものとする』とある。 
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「職場のいじめ」としての条件を満たすには、３つの累積した基準が必要となる。それは、問題

となっている行為が「繰り返される」（一度きりの場合は条件を満たさない）、その行為の目的や

影響が対象となる人の労働環境を確実に悪化させる、その行為によって対象となる人の身体的も

しくは精神的健康を損なうあるいは職業的な将来性を脅かす、ということである。刑法第 233-2条

により、犯罪的な職場のいじめ行為は 2年の懲役と 3万ユーロの罰金刑となる。 

法的な定義の確立に加えて、フランスの法制度は職場におけるいじめをなくすための法的な具

体的規定を導入している。最初に、職場のいじめの法的定義を正しく考慮していない雇用契約の

文言を無効とする（CT L. 1152-3条）とある。労働法 L.1152-4条によると、雇用主は職場のい

じめの行為を防止するために必要な措置を講ずることが求められる(CT  L. 4121-1条)。また、組

織の内部規定に、心理的ハラスメントやセクシャルハラスメントの行為を禁止するような規定を

作ることを求めている（CT L. 1321-2条）。労働者に関して言えば、L.1152-5条において、こ

うした行為を犯すいかなる労働者も懲戒免職の対象とする、と明記されている。職場のいじめを

報告する労働者、研修者、インターンの従業員たちは、差別を助長する対応から守られている（報

酬、研修、転職、担当業務、資格、区分、昇進、契約の譲渡または契約の更新の点で）（CT L. 

1152-2条）。そしてこれまでにない対策として、自身が職場のいじめの被害者であると考えてい

る人のために、労働法に調停手続きが導入されている（CT L. 1152 -6条）。 

職場のいじめ対策として、2002年１月 17日の法律は、労働経済委員会（CSE）及び産業医への

委任事項に「身体的および精神的健康」という概念を取り入れ、内部告発者の権利保護の条項の中

に入れた。立法にあたり労働者と労働組合の代表者に情報提供も行われた。結果として労働者代

表は、個人の権利、身体的・精神的健康への有害な影響、性的いじめまたは職場のいじめの行為に

よる個人の自由の侵害といった、起こりうるあらゆる違反行為、また仕事の内容により正当化さ

れない差別的手段、課せられた目標にふさわしくない差別的手段などに関する報告に対して、労

働者を保護する警告を発することができる（CT L. 2313-59条）とされた。端的に言えば、労働

経済委員会は労働法 L. 2312-9条に基づき、職場のいじめ、セクシャルハラスメント、性差別行為

を防止するための対策を提案することができる。雇用主は、そうした対策の適用を拒否するため

のもっともらしい理由を提示してくることは間違いない。また、会社の職業労働組合は、被害者の

承認を得たうえで、職場のいじめの影響を受けた人の代理として法的措置を取ることが出来る（代

理訴訟、CT L. 1154-2条）。 

職場のいじめが起きる状況では、労働者は雇用契約上の弱い集団と考えられている。そのため、

差別の事案と同様に、法は立証をより可能にするために挙証責任の転換を規定している。つまり、

「もし労働者あるいはインターンシップ、仕事の研修プログラムの求職者がいじめと特定される
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行為を申告した場合、いじめがあったものと推定される。被告人は、いじめの要件から見て、その

行為が実際にいじめとされるものではなく、決定がいじめと関連性のない客観的要因によって正

当化されるものであることを証明する義務がある。裁判官は、適切と考えられる調査手段を命じ、

決定を下す。」（CT L.1154-1条） 

訴訟において、いじめに対応する罰則はその発生源によって異なる場合がある。最初の罰則は、

実際は司法的というよりは象徴的なものであり、いじめをはっきりと認め雇用主を非難すること

にある。いじめが雇用主の決定（例えば、懲戒処分など）に起因する場合、被害者は、雇用状況に

伴うすべての影響とともに、雇用主の決定を無効にすることができる。雇用主はいじめを受けて

いた労働者を、懲戒処分の前の状態に戻す必要がある。 

しかし、被害者は補償を得るために、職場のいじめの状況により受けた損害の証明をしなくて

はならない。ここでは、挙証責任の転換の原則は適用されない。権利を主張する者が証拠を提出し

なくてはならない。精神的健康に対する危害の評価は自明のことではなく、さまざまな解釈が可

能である。例えば、被害者のうつ的反応はいじめに起因するものか、他の要因でも説明可能かどう

か、などである。被害者はいじめを受けたことと自らの被害との因果関係を立証しなければなら

ない。こうした理由と、裁判官だけが法律的観点からこうした行為を職場のいじめとして認定す

る資格があることから、定義は判例法において明確にされてきた。フランスの労働裁判所は定義

とその範囲を明確に特定するためにかなり尽力した。一方で、行政判例法はさらに限定的である。

その領域の法律は、アプローチや労働文化と同様に、民間部門の法律とは異なる。 

本講演では、職場のいじめに関するフランスの法的アプローチ（労働法と法学）を総合し、概要

を説明する予定である。さらに、社会保障法の問題と職場と関連する自殺問題について取り上げ

る予定である。最後に、本講演は、さまざまな国における職場のいじめに関する法律との比較を行

うことも意図している。 

1 クリストフ・ドゥジュールへのインタビュー「職場ハラスメントと労働衛生」 
https://www.youtube.com/watch?v=L0rycUEJgRM（2017 年 10 月 20 日アップロード） 
2 M・F イリゴイエンヌ, 「モラルハラスメント 日常における酷い暴力」 Ed. La Découverte et Syros, Coll. 
Pocket, 1998 年, 252 p. 
3 IAWBH ウェブサイト http://iawbh.org と第 11 回職場のいじめとハラスメントに関する国際会議 「移
りゆく世界において、職場のいじめとハラスメントをより深く理解する」 2018 年 6 月 5 日～8 日
COMPTRASEC によりボルドーにて開催。http://bullying2018.sciencesconf.org を参照 
4 事例には、Mots pour Maux au travail, Association nationale des victimes de harcèlement psychologique 
au travail (ANVHPT), Harcèlement Moral Stop, Association contre le harcèlement professionnel, 
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Harcèlement association de réflexion et de soutien, Association de défense contre le harcèlement moral, な
どがある。 
5 報告書 http://www.lecese.fr/travaux-publies/le-harcelement-moral-au-travail 参照（フランス語） 
6 フランスの職場のいじめを統括する法制度は、民間部門と行政では異なる点に注意すること。以下参照 
L. Lerouge L., “Les différences de traitement juridique du harcèlement moral dans le secteur privé et la 
fonction publique: des rapprochements possibles?”, Droit social, 2012 年, p. 483-490. 
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F．健康危険情報 なし 

G．研究発表

１）論文発表

自殺総合対策推進センター編、第４回国際自

殺対策フォーラム～ハラスメント防止法と自殺

対策～ 抄録集、 2020 年 2 月 11 日. 

２）学会発表 

第４回国際自殺対策フォーラム～ハラスメン

ト防止法と自殺対策～、東京、一橋講堂、

2020 年 2 月 11 日. 

H．知的財産権の出願 なし
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